
２０１８年八幡市１２月議会 

 「子育てを応援し、子どもたちにゆきとどいた教育を求める請願」賛成討論 （亀田優子） 

 

 ただいま議題となっている日程第１５、請願第２号、「子育てを応援し、子どもたちにゆきとど

いた教育を求める請願」について、日本共産党八幡市議会議員団を代表して賛成討論をおこない

ます。 

 本請願の趣旨は、子どもたちが人間として大切にされ憲法と子どもの権利条約が生きて輝くま

ちになるように、八幡市子ども条例を具体化するために、制度や施策の充実を求める内容です。 

全部で８項目からなる請願ですが、先の文教厚生常任委員会では、一つひとつの項目について、

現状がどうなっているのか質問し議論しました。 

 まず、１項目めは、小児夜間救急の診療日を増やしてほしいというものです。現在、男山病院

で週１回しか救急診療を実施していないため、遠くの病院まで行かなければなりません。市から

京都府へ要望しているということですが、いまだに現状は変わっていません。子どもが休日や夜

間に熱を出したり病気にかかっても近くの病院で受診できれば、保護者の不安も軽減されます。 

 ２項目めは、子どもの医療費を高校卒業まで無料化してほしいというものです。京都府が、年

内をめどに方向性を示すといっています。府が何らかの拡充をした場合、市が高校卒業まで無料

にすることは可能です。委員会審議のなかで、市は「府内で統一したうえで高卒までのとりくみ

をめざす」と答弁されました。しかし、それでは主体的な行政運営とはいえません。現在、府内

では井手町、和束町が現物給付で、久御山町、伊根町、南丹市、京丹波町、京丹後市が償還払い

ですが、自治体独自の努力で高卒までの無料化を実施しています。統一した取り組みでは、市町

村での独自性を失い京都市と同じレベルの制度になってしまいます。これまで八幡市は、一歩ず

つですが無料化の年齢を引き上げてきました。児童福祉法で規定されている１８歳までの無料化

を実現すべきです。 

 ３項目めは、一人ひとりにゆきとどいた教育を保障するために、１）として小学校・中学校・

高校の「３５人以下学級の制度化」を国、府に強く働きかけてくださいというものです。現在、

市内の小中学校で、３６人以上の児童生徒がいる学級は、有都小学校の３年、美濃山小学校の４

年、５年。男山第二中学校の１年、２年。男山第三中学校の３年、男山東中学校の２年です。都

道府県レベルでは、小学校３年生から中学校３年生まで完全に３５人以下学級を実施している自

治体もあります。京都府は京都式少人数教育により３５人以下学級も増えていますが、まだ３６

人以上の学級が残されており、全国的にみてもすすんだ自治体とはいえません。さらなる努力が

必要です。 

 ２）は、小学校１、２年生の指導補助教員についてです。現在、小学校１、２年生で３１人以

上の学級には、担任のほかに指導補助教員が配置されています。３１人以上の学級に指導補助教

員一人では個別の指導が行き届かず限界があります。基準を引き下げることは有効だと考えます。

さらに、小学校２年生になると７月末で指導補助教員の配置がなくなります。今年度、くすのき

小学校、さくら小学校、美濃山小学校の２年生に配置されていましたが、運動会など行事がつづ

く後半の期間も配置されれば、よりきめ細かに指導ができます。３）は、小学校に音楽、図工、

英語などの専科教員を配置してほしいというものです。市教委は、専科教員制度は一定の専門性

を担保し、専門性を生かして意欲的に学習でき、学校全体の指導力を高める効果があると答弁さ

れました。しかし、来年度から始まる英語についても、すべての小学校に配置するのは困難と答

えています。専科教員を配置することで、担任の授業時間数も軽減されることになり教師の働き

方改革にも効果があります。 



 ４項目めは、保育園、認定こども園、小学校、中学校の給食食材の放射線量の事前検査を実施

してほしいというものです。東日本大震災から７年がたちました。福島の原発事故は収束もして

いません。放射能は広範囲に拡散されています。八幡市の給食食材も京都府内産だけのものでは

ありません。事前検査をおこなっている自治体は多くはありませんが、事後の検査も含めると府

内で実施しているところはあります。検査機は１台８００万円です。八幡市でも保護者の不安を

解消し、安全性を確保するために事前検査を実施してもらいたいと思います。 

 ５項目めは、学校の図書費など教育予算を削減しないでほしい、保護者の教育費負担を軽減す

る措置をおこなってくださいというものです。まず、学校図書館の図書について、平成２７年度

は、小中学校とも図書の充足率は５０％でした。平成２９年度には、小学校７校、中学校３校で

充足率は１００％を達成できました。すべての小中学校で達成できていないのに、図書費を増や

すどころか今年度から削減しています。 

 給食費、修学旅行費など教育費の無償化が求められます。修学旅行費の補助は、昭和４９年か

ら始まり、最大で１万円の補助をしていました。１１８２万円で小学校６年生、中学校３年生に

１万円の補助ができます。 

 ６項目めは、学校にエレベーターの設置をすすめてほしいというものです。昨年度、男山中学

校にエレベーターが設置されましたが、その後の設置計画はありません。男山中学校では、足を

負傷した生徒が利用したり、給食のコンテナを運ぶために使われています。設置費用は、約８８

００万円で、国が３分の１を負担し残りは市の負担となります。府が負担すれば市の負担は軽く

なります。 

現在、小学校で車イスを使用している児童がいますが、こうした学校から優先的にエレベーター

を整備する必要があります。他の自治体では、自力歩行が困難な児童生徒が在籍している学校か

らエレベーターを設置しています。障害者差別解消法、学校 ÙＤ化構想にあるようにバリアフリ

ーをすすめるためにも早急にエレベーターの設置計画を立てるべきです。 

 ７項目めは、放課後児童健全育成施設の過密状態の解消を求めるものです。ひとり当たりの面

積基準は１．６５㎡です。この基準を満たしていないのは、くすのき小学校区の竹園児童センタ

ー、橋本小学校区の橋本児童センター、美濃山小学校内の学童施設です。竹園児童センターと橋

本児童センターは、学童のスペースだけでなく児童センターのスペースも活用できます。しかし、

美濃山小学校は、子育て支援センター内の施設は増設されるものの、小学校内の学童施設は来年

度の入所見込みも１６０人規模で、過密状態は今年度と変わらないのに対策は示されていません。 

 ８項目めは、公立幼稚園、保育園の再編を見直してくださいというものです。市は、該当する

園の保護者に説明をおこなっています。市も「集団保育を望む意見だけでなく、小規模園だから

通わせている意見もある」として再編に反対する保護者の意見もあることを認めています。再編

について、保護者の納得が得られるようにすすめるのは当然のことです。来年度、みやこ保育園

には１人、八幡幼稚園には９人の入園希望者があります。公立の幼稚園、保育園に通わせたいと

いう保護者の願いをしっかりと受け止めていただきたいと思います。 

 請願審議を通じて、制度や施策が前進していること、まだ到達できていない課題などが浮き彫

りになりました。請願を採択していただくことが行政を後押しすることになります。 

委員会では不採択となりましたが、本会議でぜひ採択していただきますようにお願い申し上げま

して討論といたします。ご清聴ありがとうございました。 

  


